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慶應義塾大学所属アレキサンダー・シュライハー式ＡＳＫ２３Ｂ型（滑空機、単座） 

ＪＡ２５５１の航空事故調査について 

（経過報告） 

 

 

令和８年８月２７日 

運輸安全委員会（航空部会） 

 

 

 運輸安全委員会は、令和７年８月３１日、埼玉県熊谷市
く ま がや し

妻沼
め ぬ ま

滑空場の妻沼第一滑空場を離陸し

た慶應義塾大学所属アレキサンダー・シュライハー式ＡＳＫ２３Ｂ型ＪＡ２５５１が妻沼第一滑

空場に隣接する利根川の中州に墜落し、機長が死亡した航空事故について、令和７年８月から原

因を究明するための調査を進めてきたところであるが、これまでの調査で得られた情報を基に、

更に分析を進めるとともに、原因関係者からの意見聴取及び関係国への意見照会を行う必要があ

る。このため、本調査については、本航空事故が発生した日から１年以内に調査を終えることが

困難であると見込まれる状況にあることから、運輸安全委員会設置法第２５条第４項の規定に基

づき、以下のとおり本調査の経過を報告する。 
 なお、本経過報告の内容については、今後、新たな情報の入手等により、修正されることがあ

り得る。 
また、本調査は、本航空事故に関し、運輸安全委員会設置法及び国際民間航空条約第１３附属

書に従い、航空事故及び事故に伴い発生した被害の原因を究明し、事故等の防止及び被害の軽減

に寄与することを目的として行うものであり、本航空事故の責任を問うために行うものではない。 
 

１．航空事故の概要 

慶應義塾大学所属アレキサンダー・シュライハー式ＡＳＫ２３Ｂ型ＪＡ２５５１は、令和

７年８月３１日（日）、妻沼滑空場の妻沼第一滑空場（以下「同滑空場」という。）をウインチ

曳航
えいこう

により発航した後、同滑空場に隣接する利根川の中州に墜落した。同機には機長のみが

搭乗しており死亡した。同機は大破したが、火災は発生しなかった。 
 

２．調査の概要 

運輸安全委員会は、令和７年８月３１日、本航空事故の調査を担当する主管調査官ほか１

名の航空事故調査官を指名した。現時点までに競技会関係者からの口述聴取、気象に関する

情報収集を行うとともに機体の損傷状況、ウインチ及び曳航索並びに曳航索安全装置（以下

「ヒューズ*1」という。）の状況確認を実施した。 
本調査には、事故機の設計・製造国であるドイツ連邦共和国の代表が参加している。 

 

３．判明している事実情報 

（１）飛行の経過 

同機は、東京六大学対抗グライダー競技会（以下「競技会」という。）における公式練

習のため、機長のみが搭乗し、１１時４９分頃、同滑空場の滑走路１４からウインチ曳

 
*1 「ヒューズ」とは、「ブレーキング・ポイント」又は「ウィーク・リンク」とも称し、曳航索に規定より大き

な力がかかると破断し、機体の損傷を防ぐ安全装置をいう。 
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航により発航した。当該飛行は、本事故発生日に計画されていた競技会の公式練習にお

いて、参加機の中で最初に実施された飛行であった。 

ピスト（指揮所）からの目撃者の口述によると、同機は、発航の初期段階において、滑

走路の中心線に対し風上となる左側に偏位した状態で上昇していたが、無線による地上

からの誘導に従い、滑走路の中心線付近へ戻りながら上昇を継続した。 

ウインチ操作を実施した担当者（以下「ウインチマン」という。）の口述によると、同

機が高度１５０～２００ｍを上昇中、機長は曳航速度が速いことを無線で伝えた。当該

通報に対しピストから復唱が行われるのとほぼ同時に、ウインチ側で巻取り速度を減速

した。 

その後機体は上昇を続け、ピストからの目撃者及びウインチマンの口述によると、高

度約３００～３５０ｍ付近を上昇中に、再び機体が風上側へ偏位し始めたところで  

ヒューズが破断し、同機は曳航索から切り離された。このヒューズは、曳航索に過大な

張力が発生した場合に機体を保護するために設けられた安全装置であり、本事象におけ

る破断はその保護機能が働いたものであった。 

続いて、同機は機首を下げ、通常より深めの滑空姿勢に移行するとともに、機体側に

残っていた曳航索（以下「単索*2」という。）が切り離されたことがピストで確認された。

ピストから同機に対し、離脱を確認した旨の通報の後、速度及び高度の確認を促す通報

を続けて２回行った。通常であればこの時点で、機長からピストへ飛行高度及び旋回方

向について無線による通報が行われるが、当該飛行において機長からの通報は確認され

なかった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
*2 「単索」とは、ウインチで巻き取る曳航索の先端部に取り付ける索のことをいう。曳航索と単索の間にヒュー

ズが取り付けられる。 

図２ 同型の単索及びヒューズ装着部（拡大） 

 

図１ ウインチ曳航のイメージ 
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この際、当該飛行を目視していた競技会関係者は、落下する曳航索及び単索が異常な

く滑空場内に落下することを確認するため、これらに注意を向けていたことから、一時

的に機体の視認が中断された。この間、ピストから同機への呼び掛けは行われなかった。 

その後、競技会関係者が再び機体を視認した際には同機は既に背面飛行の状態にあり、

発航した方向とは反対方向へ飛行しているのを目撃した。 

なお、ウインチマンの隣の助手席にいたウインチ係は機体を継続して視認していたが、

機体が背面飛行の状態に至る過程の記憶は一部明確ではなかった。 

同機は背面飛行の状態で十数秒間飛行した後、同滑空場に隣接する利根川の中州に墜

落した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）死傷者 

機長 死亡 

 

（３）航空機の損壊 
① 航空機の損壊の程度 大破 

② 航空機各部の損壊状況（図４参照） 

・操縦席   破壊 

・胴体    前部が破壊、後部垂直尾翼取付部付近で破断 

・右主翼   中央付近で破断 

・左主翼   中央付近で破断 

・水平尾翼  垂直尾翼への取付部から脱落 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図４ 同機各部の損壊状況（機体前方から） 

図３ 推定飛行経路（競技会関係者口述）及び機内搭載物等落下状況 
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 （４）乗組員等 

機長 ２１歳 

自家用操縦士技能証明書（滑空機） 令和６年１２月２４日 

第２種航空身体検査証明書 有効期限：令和１２年１月６日 

総飛行時間 ５９時間１８分 

 （発航回数 ２７９回） 

最近３０日間の飛行時間 ５時間４９分 

 （発航回数 １７回） 

同型式機による飛行時間 ５時間２４分 

 （発航回数 ２５回） 

最近３０日間の飛行時間 ０時間５０分 

 （発航回数 ５回） 

  

 （５）発航に係る緊急操作（訓練）の実績 

機長の飛行日誌によれば、機長が実施した緊急操作訓練の実績は以下のとおりであり、

ウインチ曳航における実際の索切れ経験は今回が初めてであった。また、同大学関係者

の口述によれば、事故発生前１年間の同大学における総発航回数４,５５４回に対し、索

切れは２５回発生していた。 

・索切れ処置訓練*3 ９回（最近の経験：令和６年１１月） 

・サブＧ*4体験訓練 １回（令和５年９月） 

・スピン（初動）訓練*5 １回（令和５年９月） 

・スピン（フル）訓練*6 １回（令和６年１２月） 

・失速訓練 ５４回（最近の経験：令和６年１２月） 

 

 （６）機内搭載物等落下状況 

飛行中に落下したと考えられる同機の搭載物等が同滑空場及び同滑空場付近で回収さ

れた（図３参照）。なお、回収されたバラストは座布団のような形状をしており、パイロ

ットの臀
でん

部下から腰部後ろに３０kg（１枚５kgのものを６枚）が搭載され、そのうちの

１枚が飛行経路付近で回収された。 

 

（７）気象 

事故現場の南西約８kmに位置する熊谷地方気象台の本事故発生時間帯の観測値は以下

のとおりであった。 

11時50分 平均風速 南南東２.８m/s、最大瞬間風速 東南東５.４m/s、 

気温 ３４.９℃、降水量 ０mm 

また、ピストの飛行管制担当者及びウインチマンの口述によれば、同機が発航する直

 
*3 「索切れ処置訓練」とは、「ダミーブレーク」とも称し、ウインチ発航時における索切れを想定した訓練をい

う。ウインチのパワーをカットする方式とレリーズ操作ハンドル（曳航索離脱装置）を使用して離脱する２種類

の方式がある。 

*4 「サブＧ」とは、Sub-Gravity の略であり、飛行中の機体の運動や姿勢変化により、搭乗者が機体から受ける

荷重が減少し、搭乗者が感じる荷重倍数が１Ｇを下回る状態をいう。 

*5 「スピン（初動）訓練」とは、失速後にスピンに移行する兆候を確認し、１回転未満で回復操作を行う訓練を

いう。 

*6 「スピン（フル）訓練」とは、失速後に完全なスピン状態に移行し、回復操作を行う訓練をいう。 
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前の同滑空場における風向及び風速は、おおむね以下のとおりであった。 

発航開始点付近：風向 東南東、風速 ２～３m/s 

ウインチ付近：風向 南東、風速 ３m/s 程度 

 

４．今後の調査 

本航空事故の原因及び本航空事故に伴い発生した被害の原因の究明並びに事故の再発防止

策の検討のため、これまでの調査で得られた情報を基に、ウインチ曳航離脱後から墜落に至

るまでの機体の挙動、操縦者の操作、操縦者の飛行経験及び訓練経験等が事故の発生に及ぼ

した影響等について、更なる分析のほか、原因関係者からの意見聴取及び関係国への意見照

会を行う必要がある。 

当委員会は、これまでの調査、分析等によって得られた結果を踏まえて、引き続き本航空

事故の原因等の調査を進める。 

 


